





















































































































とも， 区分所有者全員に団体的に帰属するのかが問題とされる。 仮に， 本件請求





ぃ (9)。 学説等に目を転じると， 一方では， 共用部分に関して生ずる不当利得返還
請求権は各区分所有者に分割的に帰属するとしている見解のうち， 各区分所有者
は本件請求権を行使できないとする見解 (10)と， 行使できるとする見解 (11)がある。
他方では， 本件請求権は区分所有者全員に団体的に帰属し， 各区分所有者は本件





















した。 これに反して判旨②は， 団体的行使の定めに基づく 「団体的規制」によ
り， 各区分所有者は本件請求権を行使することができないとした。 本判決が用い
る 「 団体的規制」という言葉は， 区分所有者の団体が（区分所有法3条前段）集会
の決議又は規約の定めにより共用部分を管理することに伴う（区分所有法18条1項
本文及び 2項）各区分所有者の権利行使への制約を意味すると考えられる。 そし














おり， 他方では， その賃料を不当利得として返還請求権を行使することは， 受領
するはずだった賃料の返還を求めることであり， 両者は， 賃料の受領という観点















している (19)。 そこで， 本件マンションの規約を緩やかに行わずに団体的規制を
及ぼすための理論構成として， 学説からは， 次のような提案がされている。 ま
ず， ①そもそも， 本件請求権は， 各区分所有者ではなく， 区分所有者の団体に帰
属するという見解がある (20)。 もっとも， この見解は， 区分所有法19条及び同26
条2項後段の文言と反することから採用できない(21)。 次に， ②区分所有法26条
2項後段の解釈から団体的規制を及ぼすという考え方もあり， 原審の採る立場で




を及ぼすことはできない (23)。 もっとも， 本判決を批判する学説も， 本判決の結




























許されるかという問題が残る。 指摘すべきことは， つとに規約は， 各区分所有者
に対してその者の合意に基づかずに責任を課し拘束力を及ぼしうるという点で，
合意に基づく責任を基本とする契約とは異なることが指摘されており (28), この
規約の特殊性ゆえに， 契約の解釈と比較しても， 規約の解釈においては， その限
界が異なる可能性があるということである。 この点から， 本判決の規約の解釈























































いうことになる。 仮に， 管理者がその賃料額を受領したとして， 建物の管理等の
費用に充てるためには， 団体的意思決定を介するのが望ましいという見解 (36) が
ある。 もっとも， この見解を採用するとしても， 「 団体的意思決定」として， 団
体的行使の定めのほかに， 別途， 集会の決議又は規約の定めが必要か， それと
も， 侮回集会の決議や規約の定めをする必要なく， 規約の定めを解釈することで
団体的意思決定を介したことになるのかは， 残された課題である(37) 。
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